






取 組意 見会 議

【創造工学】
・全学科・課程対象の新入生アンケート等で創造工学課程の出
願理由の分析を行った。
受験することを決めたポイントでは「志望する学科・課程が

ある」が最も高く、「六年一貫」や「様々な分野も学べる」と
いった創造工学教育課程の特色が、学生に評価されていること
が判明した。これらを踏まえ、本学が受験校の１つとして選ば
れるよう、今後も大学紹介やオープンキャンパスにおいて本学
の特色を受験生へ積極的に紹介する。

【東海四県以外】
・東京や大阪や広島といった東海圏以外の進学説明会にも参加
して本学の紹介を積極的に進めており、東海四県以外からの志
願者は少しずつ増加している。今後も継続して遠方の進学説明
会等に参加する予定である。

議題８（２）２０２０年度（令
和２年度）入学者選抜状況につ
いて（報告）
・併願者の「志願度」で他大学
と比較したデータによれば、
「創造工学教育課程」は連続し
て名大等を凌いでいることから、
「何が受験生から評価され、選
ばれたのか」を分析し、今後に
生かしてはどうか。
・東海四県以外出身者の志願・
入学割合をさらに増加させるべ
く諸施策を講じるべき。
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経営協議会学外委員からの意見をふまえ、新型コロナウイルス
の影響で支出が減ったことによる余剰金を活用し、学部生及び
大学院生（5,113名）に対して、生活支援金５千円（総額
25,565千円）を支給した。

議題８（４）－１「新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受けた
学生への「名古屋工業大学教育
研究緊急支援金」の創設につい
て（報告）」
・大学院生のみではなく学部生
への支援も検討すべきとの意見
を受けた。
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経営協議会学外委員からの意見を活用した事例について

２０２０年度



取 組意 見会 議

学生・教職員に向けて、新型コロナウイルス感染症への対応方
法を学内電子掲示板に掲載し、新型コロナウイルスに関する相
談窓口として、安全管理室に連絡することを周知した。

議題８（４）－３ ６月１日以
降の新型コロナウイルス感染症
への対応について（報告）
・判断に迷う場合の相談窓口を
開設してはどうか。
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２０２１年度前期は、講義室での対面授業を行いつつ、感染
症対策を考慮して、学生番号の偶奇によるグループ分けを行い、
対面教育とオンデマンド教育を相互に行うハイブリッド型によ
る新たな授業形態を実現するとともに、オンライン教材を反転
授業に積極的に活用することにより、対面授業の質の向上を
図っている（※現在は緊急事態宣言適用中のため、実験、実習、
演習科目を除き、対面授業を中止しオンデマンド教育のみを実
施）。また、渡日できない留学生並びに職業を持った博士後期
課程学生及び博士前期課程社会人イノベーションコース学生へ
のオンデマンド型遠隔授業を全面的に実施している。
今後は、講義室での対面授業を行いつつ、複数のカメラ・マ

イクで取り込んだ動画を、既存のStreamやTeamsを用いてリア
ルタイムに送信しながら授業を行う「対面＋同時双方向オンラ
イン」型による新たな授業形態の実現を目指し、先ずはゼミに
て実施し、授業での導入を検証している。

その他の意見
・リモート授業のさらなる促進
に注力されることを望む。
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・2022年4月14日開催の事務連絡会において、職員が
持てる能力を発揮し、ワークライフバランスを取りな
がらいきいきと働ける職場環境を早期に実現するため
に、管理職に対して快適な職場環境の創出、職員との
定期的な面談の実施を依頼した。
・2022年度から、東海３県の国立大学の育児支援を上
回る本学独自の取り組みとして育児部分休業の取得条
件を緩和し、小学校就学の始期までとしていたものか
ら中学校就学の始期までと同休業の取得可能期間を延
長することで育児支援の拡充を行った。
・2022年5月26日に、一般職員の管理職を対象として
「心理的安全性の高い組織をどうつくるか～多様性と
主体性を組織力につなげる～」をテーマに、心理的安
全性が職場の良好な人間関係を築き、職員のエンゲー
ジメントを高めることを学ぶことにより、労働環境の
改善を図ることを目的として、ワークライフバランス
の専門家による管理職研修を実施した。

議題７ 職員の育児休業等に関する規程
等の一部改正について（審議）
・職場の労働環境を働きやすい環境に改
善することが、職場の魅力につながると
考えられるため、セーフティネットや困
りごとを抱え込まない仕組み作りが必要
だと考えられる。他大学等に先んじた働
き方改革を行い、その取組内容を外部へ
積極的に公表し、リーディング的な役割
を果たしてほしい。また、業務の効率化
を行い、労働環境の改善を進めてほしい。

2021-第5回
（2022.3.17）

２０２１年度


